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１．調査目的 

 

１．調査の目的 

航空分野においては、2010 年に国際民間航空機

関（ICAO）において策定された「2020 年以降国際

航空からの CO2 総排出量を増加させない」という

グローバル削減目標を達成するため、2018 年に市

場メカニズムを活用した削減制度である CORSIA

制度（Carbon Offsetting and Reduction Scheme 

for International Aviation）が国際民間航空条

約の附属書として採択された。そして、2021 年よ

り、国際線を運航する本邦エアラインに対しても、

ベースラインから増加した排出量のうち一定量の

オフセット義務が適用されている。 

本調査においては、我が国が CORSIA に円滑に対

応するとともに、本邦エアラインが戦略的に対応

していくことを後押しすることを目的として、以

下のとおり調査を実施した。また、本調査結果等

を踏まえ、航空業界に加え、同様に国際的な枠組

みの下で取組みが進められている海事業界、その

他交通運輸事業者等への周知啓発を図るため、シ

ンポジウムを開催した。 

 

２．調査内容 

(1) CORSIA の制度面の調査（総論） 

CORSIA は国際民間航空条約附属書 16 第 4 巻

（Annex 16 Vol.4）等に規定されており、関連文

書の要求事項を整理した。 

 

(2) CORSIA の制度面の調査（CORSIA 適格燃料） 

持 続 可 能 な 航 空 燃 料 （ SAF; Sustainable 

Aviation Fuels）及び低炭素化石燃料（LCAF；Lower 

carbon Aviation Fuels）が CORSIA 適格燃料とし

て認められるためには、ICAO が認める持続可能性

認 証 ス キ ー ム （ SCS ； Sustainability 

certification scheme）に従って証明を受ける必

要がある。 

我が国の生産者による SAF が適切な評価を受け

られるよう、各 SCS の実態を踏まえて、SCS の評

価のポイントについて、文献調査等を通じて情報

収集を実施した。その際、SCS 毎の概要、持続可能

性基準、所属する認証機関・認定機関、証明済み

の SAF、その他証明に係る手続き等の補足事項に

ついて整理を行った。 

 

(3) CORSIA の制度面の調査（CORSIA 適格排出ユニ

ット） 

炭素クレジットが CORSIA 適格排出ユニットと

して認められるには、ICAO の TAB（Technical 

Advisory Body）の評価を受ける必要がある。過去

の TAB の勧告の確認や、適格性を認められた炭素

クレジットと認められなかったものの比較などを

行い、TAB での議論を踏まえて評価のポイントに

ついて整理した。 

 

(4) CORSIA に係る周辺情報収集 

SAF をはじめとする気候変動対策に係る諸外国、

国内外エアラインの取組状況について情報収集を

行った。 

 

(5) CORSIA 見直し議論のための情報収集 

オフセット義務量は、各年の実際の排出量に対

して、2019 年・2020 年の平均排出量に対する伸び

率を乗じて算定するルールとなっているが、2020

年に入り、COVID-19 に関連した感染症等を起因と

して航空需要の低下が見られたため、ICAO におい

て、2020 年の排出量の取扱いについて議論が行わ

れたところ、当該議論の把握・整理を行うととも
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に、世界及び本邦エアラインの排出量のデータ及

び将来見通しから COVID-19 影響を踏まえたオフ

セット義務量の推計を行った。 

(6) CORSIA によるエアライン負担推計 

前項までの情報も踏まえ、CORSIA の見直しを行

う場合と行わない場合の両方ケースにおいて、

COVID-19 影響ありの場合の将来需要見通しに基

づく、エアラインによる負担総額（全世界分、本

邦分）について試算を行った。 

 

(7) 新技術の導入及び運航方式の改善による削減

ポテンシャルの調査 

航空機・エンジン等の新技術及び新たな運航方

式について整理するとともに、これらを導入した

場合の削減ポテンシャルについて、文献調査等を

通じて整理した。  

 

(8) 公開シンポジウムの開催 

2021 年 3 月 9 日に「国際社会の脱炭素化を見据

えた海運・航空分野の気候変動対策に関するシン

ポジウム」を開催し、本調査結果等を踏まえ、航

空業界に加え、同様に国際的な枠組みの下で取組

みが進められている海事業界、その他交通運輸事

業者等への周知啓発を図った。 

 

３．総括 

 本調査では、我が国が CORSIA に円滑に対応する

とともに、本邦エアラインが戦略的に対応してい

くことを後押しすることを目的として、CORSIA の

制度面の調査、SAF を含む気候変動対策に関する

諸外国等の取組みの調査等を実施し、これらを踏

まえてオフセット義務量の推計とエアラインの負

担額の推計を実施した。また、SAF 以外の削減対策

についても、削減ポテンシャルとともに整理を行

った。 

特に SAF については、「航空分野における CO2 削

減取組に関する調査検討委員会燃料小委員会」に

おいて、我が国における SAF 普及に係る課題の抽

出を実施しているところであり、今後、これらの

調査結果を踏まえて、オールジャパンとして課題

認識を共有するとともに、我が国における SAF 普

及に向けた課題と解決策を示す戦略を取り纏める

ことが重要であるものと考えられる。 

また、本調査等で得られた知見については、シ

ンポジウム等を通じて、引き続き広く共有を図っ

ていく予定であるところ、今年度開催したシンポ

ジウムのアンケート結果を踏まえ、今後、より効

果的なテーマ設定、周知方法等について検討する

ことが重要であると考えられる。 
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